　広島県環境影響評価に関する条例新旧対照表
改正後
改正前

　（都市計画に係る対象事業に関する特例）                        
第三十三条　対象事業が都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第

　七項に規定する市街地開発事業として同法の規定により都市計画に定め

　られる場合における当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第五項

　に規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定められる場合

　における当該都市施設に係る対象事業について、第五条から第二十六条

　までの規定により事業者が行うべき環境影響評価その他の手続は、規則

　で定めるところにより、同法第十五条第一項の県若しくは市町村（同法

　第二十二条第一項の場合にあっては、同項の国土交通大臣又は市町村）

　又は都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）第五十一条第一

　項の規定に基づき都市計画の決定若しくは変更をする市町村（以下「都

　市計画決定権者」と総称する。）で当該都市計画の決定又は変更をするも

　のが当該対象事業に係る事業者に代わるものとして、当該対象事業又は

　対象事業に係る施設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せ

　て行うものとする。
　（都市計画に係る対象事業に関する特例）                        
第三十三条　対象事業が都市計画法（昭和四十三年法律第百号）第四条第

　七項に規定する市街地開発事業として同法の規定により都市計画に定め

　られる場合における当該対象事業又は対象事業に係る施設が同条第五項

　に規定する都市施設として同法の規定により都市計画に定められる場合

　における当該都市施設に係る対象事業について、第五条から第二十六条

　までの規定により事業者が行うべき環境影響評価その他の手続は、規則

　で定めるところにより、同法第十五条第一項の県又は市町村（同法第二

　十二条第一項の場合にあっては、同項の国土交通大臣又は市町村。以下

　「都市計画決定権者」という。）で当該都市計画の決定又は変更をするも

　のが当該対象事業に係る事業者に代わるものとして、当該対象事業又は

　対象事業に係る施設に関する都市計画の決定又は変更をする手続と併せ

　て行うものとする。

